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タ イ に お け る通貨危機後の 貧困問題

家計調査マ イ ク ロ デ ー タ を用 い た貧困動態分析 ＊

栗　田　匡　相

　　　　　poverty　after　the　Crisis　in　Thailand
Analysis　of 　poverty　dynamics　based　on 　household　survery 　data

KuRITA 　Kyosuke

1． は じめ に

　「学校や 医療へ の 限られ たア ク セ ス が ， 今は消えようと して い る 。 子供 たちの 将来 は ど うな

るの か……
。 家族 を支 えるために ， 子供た ち を毎 日ゴ ミ捨て場に送 り出さね ばな らな い なん

て （経済危機の 発生 で必 要に迫 られ ， 子供 を退学 させ た こ と につ い て
， 父母 の コ メ ン ト）」

（World　Bank （2004））

　「ブ
ーム で得 した の は金持ちだけさ……なの に俺 たちみ た い な貧 しい 人間が ， 危機の つ けを

払 っ て い るん だ （タイの 貧困者）」 （黒崎他 （2000））

　1997年 7月に タ イの 通貨当局がバ ー
ツ の 急落 を許容す る こ とに よ っ て，通貨危機が勃発 し

た 。 その 影響は タイ国 内だ けには とどまらず ，
マ レ

ー
シ ア ， 韓風 イ ン ドネシ ア ， さらに は

ロ シ アや南米に まで伝播 した と言われ て い る 。 表 1 を見 れば明 らかな ように ， それ まで
一

貫

して 経済成長 を続 けて きた タイ の
一

人あた りGDP 成長率は ，1997年には マ イナス に まで 落ち

込 んで い る 。 しか し，
1999年頃に は底 を打 っ た 景気の 後退 は，2000年時 点にお い て ，

一
人あ

た り GDP は危機前の 水準以 上 に まで回復 し ， 個人消費な ども 1999年あた りか ら持ち直して

い る 。 タ イ以外の 国に お い て も， 危機後の 回復ぶ りが 目覚 ましく， その 状態 をV 字 回復 と呼

ぶ こ ともある 。

＊

　 本論文を執筆す る に あた り，デ
ータの 使用 な ど も含 め て ，一
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大学経済研究所黒崎卓教授 に は ， 論文執筆の 際 に 有益なコ メ ン トを多数い ただい た 。 無論 本論 における得べ

き誤 りは，全 て 筆者の 責任 で あ る 。
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　 しか し ，
マ ク ロ 指標で 見る 回復と

， 家計や個人 と い っ た ミ ク ロ レ ベ ル の 回復 とで は ， 変化

の 向きや ス ピー
ドが世帯の 属性や経済状況に よ っ て異なる こ とが 多い 。 World　Bank （2000）

によれば ， 経済全体 の 危機 は生産高の 激減 ， 所得の減少 ， 失業の 増加 な どを伴 い
， 家計の 経

済活動に深刻な負の 影響をもたらす 。 こ の 意味で は通貨危機 の 影響 は平等にふ りかかるが ， そ

の被害の程度や 家計の経済活動に もた らされ る深刻度は，貧困者へ の イ ン パ ク トの 方が相対

的 に大 きい こ とが知 られて い る 。

　表 2 は ， タ イ政府の 公式貧困ライ ン を元に居住地方 ， 地域別 に貧 困者比率 を割 り出 し， 危

機前後 の 変化 をみ たもの で ある 。

一見 して分か る とお り， 全体の変化を見れ ば，1996年の 危

機前か ら1998年，2000年の 通貨危機後に か けて 貧困者比 率の 上 昇が確認で きる 。 1996年以前

で は貧 困者比率が一
貫 して減少 して きた経緯 を考える と ， 通貨危機の 影響 は深刻で ある 。 興

味深い こ とは，タ イの 中で も最貧地域 と して 知 られ る東北 タイの 貧困者比率の 上昇が他の 地

方 と比べ て大 きい こ とである。更に，農村／非都市地域で の 貧困者比率は 2000年に は 30％以上

とな り1996年か ら10％以上 も上昇 して い るこ とが分か る 。 この ように ，

一
国内のセ ミマ ク ロ レ

ベ ル の比較か ら も，通貨危機の シ ョ ッ クが
一
様な影響を与えて い た わ けで はない こ とが分か る。

　こ の よ うに様々 な属性等に よ っ て ， 通貨危機の 影響が異なる ため に ， 家計の 経済活動 に及

ぼ した社会的イ ン パ ク トに つ い て も様 々 な国の マ イ ク ロ データ等を用い て
， 研究が行 われて

きた 。 例 えば ，Bredciani　et　al（2002）で は ， タイ ， イン ドネシ ア両 国の 2 時点 に わた る農家

世帯調査か ら両時点 とも調査 されて い る村落を抽出 し
， 村落 レ ベ ル の パ ネル デ

ータ を作成 ， 分

析を行 っ て い る 。 彼 らは ， イン ドネシ ア とタイ両国の農家家計を取 り上げ ， 農村地域におい

て通貨危機が どの よ うな所得変化を生 じ させ て い る の かを明 らか に して い る 。 例 えば ， 輸出

向け換金作物 を生産 して い た農家に は ， 通貨下落に よ っ て輸出増加が生 じ
， 所得向上の 効果

を もた らすケース が あるこ とも示 されて い る 。 ただ し ， その効果は タイ とイ ン ドネシ アで は

異な り， イン ドネ シアで は，所得改善の状況が程度の 差 こそあれ ，経営面積の 別 な く見 られ

る の に対 して
，

と りわ け ，
タ イの 零細農家で は 20％近 い 所得 ， 消費水準の 落ち込み が確認 さ

れて い る （Bredciani　et　al （2002）pp．9 − 11）。 また ，
　 Datt　and 　Hoogeveen （2000）の フ ィ リピ

ン の 研究で は
， 教育 レベ ル の 高い 世帯は低 い 世帯に比 べ る と

， 賃金や雇用 の シ ョ ッ ク に対す

る脆弱性が 高い こ となどを明らか に して い る 。

　複数時点に わた る世帯の 経済活動変化 を分析 する ために は ， 通常パ ネル デ
ー

タが必要とさ

れる 1
。 前述の Datt　and 　Hoogeveen （2000）で は 1997年度の フ ィ リピン の 家計調査 （Family

Income　 and 　 Expenditure　 Survey） と 1998年度の 年次貧困指標調査 （Annual 　Poverty

Indicators　Surveyi　APIS）か ら，両調査と も回答 して い る世帯 をマ ッ チ ン グさせ， 2時点 の

パ ネ ル デ
ー

タ を作成 し分析を行 っ て い る
2。

1　 途上国 にお け る パ ネル データの 活用 に つ い て は ， 黒崎 ， 澤 田 な ど を参照 。
z
　韓国 の 家計 パ ネル デ

ー
タ を用 い た，澤 田 （2003 ） や Sun 　Jin　Kang 氏 の

一
連 の 論考 （http ：〃

infoshako．sk ．tsukuba ．ac ．jpf
’
sungjin ／korea．htm に掲載）は通貨危機の社会的イ ンパ ク トをパ ネル データ を用い

て 分　 した 数少 な い 研究で あ る 。
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　 しか し，上 記の よ うな例外的な研究をのぞ けば ， 途上 国にお い て 複数時点 に わたるパ ネル

デ
ー

タが完備 されて い るケース は少 な い 。 ア ジ ア諸国に お い て も，少数の 例外的なデ
ー

タ を

の ぞけば ，
パ ネル デ

ータを整備 して い る国は少な く， 本稿の 分析対象国で あ り， 通貨危機の

発端と な っ た タイ にお い て もTownsend らの グ ル ープが行 っ て い る小 規模 な調査をの ぞけば
，

パ ネル デ
ー

タは存在 しな い
3

。 また
， サ ン プ ル 数が 数千世帯か ら数万世帯に及ぶ よ うな大規模

家計調査 をパ ネル 調査 として行 っ て い るもの は皆無で ある 。 こ の た め ， 国際資本移動や 外国

為替市場で の 取引などに関 して ，通貨危機後 に ， 主 にマ クロ ・金融の 分野で膨大 な研究蓄積

が 進 んだ一
方で ， 家計 レ ベ ル における通貨危機の 社会的イ ン パ ク トを分析した研究は少ない 。

　 タイの 国家統計局が毎年行 っ て い る家計調査 （Socio　Economic　Survey， 以下 SES） の マ

イ ク ロ デ
ー

タか らは ， 世帯属性 ， 世帯員属性，世帯所得，世帯消費等に つ い て詳細なデ
ー

タ

が得 られ ， 各年度 ご とに ， 約 IO
，OOO　・一　20，000世帯程度の サ ン プル が収集され る 。 最初の 調査

は 1957年に行わ れ てお り， 以来数年間隔で 調査が行 われて きたが ，
1998年か らは毎年調査が

行われ る ように なっ た 4
。 そ して 通貨危機後の 1999年，2001年度調査 で は ， 通常の 調査項 目

に加え ， 金融危機 の 影響を分析する ため の 追加的な質問項 目が加えられて い る 。 例 えば ， 「あ

なた の 今年度の 所得は ，前年度所得 と比較 して どの ような変化が あ りま したか ？」と い う質

問が ある 。
こ の 質問項 目で の 変化率を当該年度の 世帯所得，ある い は一人あた り所得に乗 じ

るこ とで
， 前年度の 所得を推計する こ とが可能で あ る 。

つ ま り厳密 なパ ネル デ
ータで はない

が ， 2時点 にわたる所得 の デ
ータを推 計す る こ とで ，社会的イ ン パ ク トを測定する こ とが 可

能に なる 。

　今
一

度 ， 表 1を見る と通貨危機以 降 マ イナス 成長が続 い て い た タイ だが ， 1999年に よ うや

く若干 の 回復の 兆 しが見えて い る 。 個人消費も1999年以降は持 ち直 し， その 後は
一

貫 して 回

復基調 に の っ て い る よ うに見える 。 貧困者比 率で 見て も2000年か ら2001年にかけて は ， 貧困

者比率が減少 して い る 。 そ こ で 本稿で は ，1998 年か ら 1999年 にか けて の 期 間を 「停滞期」，

2000 年か ら 2001年にかけて を 「回復期」と定義 し，先に述べ た 1999年度，2001年度の SES

か ら得 られる追加デ
ータ を効果的に用 い ，両期間の デ

ー
タを比較検討す る こ とで ， 通貨危機

後の タイ社会の 変化に つ い て主 に貧 困世帯 の 分析 を中心 に議論 を進めて い く。

　本稿 の 構 成は以下の 通 りで ある 。 まず第2節で ，SES に つ い て の解説と1999年度 ， 2001年

度調査 か ら得 られる追加情報をどの よ うに用 い る の かに つ い て 説明する 、
つ い で 第3 節で は

，

先行研究に よっ て議論 されて い る教育 レベ ル の 違い や生活水準の 違い などに着 目し ， デ
ー

タ

3　例外と して
， タ イ国 家統計局 が 行っ て い る 労働力調 査 の ケース が あ る。労 働 力 調 査 は，現 在 は 月次 調査 と

なっ て い る が ，2000 年以前の ラ ウ ン ド調査 で あ っ た 時期に は ，ラ ウ ン ド1 と 3，そ して ラ ウ ン ド2 と 4 で は 同

一
の 世 帯 を対 象 に 調 査が 行われ て い る 。 こ の た め ，労働力調査 は 2 時点 で は あ るが パ ネ ル 調査 と なっ て お り，

こ の パ ネル 特性 を活か した研究 と して ，Yamaudhi （2004｝，木村（2004）などの研究が あ る。労働力調査 につ い

て は，末廣 （1998）や 北村，栗田 （2005）を参 照 さ れ た い ，
4　 SES の 前身で ある Household　Expenditure　Surveyは 1968年 まで 行 わ れ て い る 。 また 1986年以前 に は，調

査 は 5年 ご と，1986年以 降 は 2年 ご と に 行 わ れ て い た。
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を様 々 なカテ ゴ リーに分類 する こ とで ， 停滞期 と回復期の 対比 を中心に分析 を進め る 。 最後

に第 4節で は ，議論の 総括を行 う。

2． SES と前年度所得の 推計に つ い て

　SESでは ， 通常行われ る世帯 ， 世帯 員の属性 ， 経済状況を調査す る質問項 目に加え，その

時々 に応 じた追加的な質問，ある い は よ り詳細な質問等を行 うこ とがある5
。 1999年度 と2001

年度には
， 「政府 プロ グラ ム か らの 恩恵 ， 並びに世帯にお ける通貨危機の イ ン パ ク ト」と称 さ

れる質問項 目
一

覧が追加 されて い る 。

　本稿で は ， 先に も述べ た 「あなたの 今年度の 所得は ， 前年度所得 と比較 して どの ような変

化が あ りま した か ？」と い う質問へ の 回答か ら ， 前年度の 所得を推計 し， 2 時点間の 変化 を

考察する 。 こ の 質問に 関す る 回答項 目は ， 以下 の 7 つ で ある 。

  前年比 50％ 以上 の 減少

  前年比 25〜 50％ 程度 の減少

  前年比 25％ 未満の 減少

  変化な し

  前年比 25％ 未満の 増加

  前 年比 25〜 50％ 程度の 増加

  前年比 50％ 以 上 の 増加

　実際の 数値で 記入 して あ るわ けで はない ため ， 正確な前年度の 数値 を推計する こ と は不可

能だが ， そ れ ぞ れ の ケ
ー

ス に応 じた 変化率 を乗 じる （ある い は除す）こ とに よ っ て ， 前年度

所得の 概算値 を推計す るこ とが出来る
5

。 この方法に よ っ て第3節以 降の 分析 を進めて い くが ，

実際の 推計作業には ，50％ 以上 の 変化の ケース （  と  ）に はO．5， 25〜 50％ の 変化の ケ・一一ス

（  と  ）に は 0．675， 25％未満の ケ ース （  と  ）に は 0．875をそ れぞ れ変化 率の 数値 として

用い ， さ らに消 費者物価指数で 実質化 し， 推計値を導 き出 した 。

　なお ， 1999年度 ， 2001年度 ともに ， 上記の 質問項目が あ り， 両年度 と も同様の 方法で前年

度所得 を推 計 して い る 。 分析に際 して ，
ロ ジカ ル チ ェ ッ ク ， 異常値の 除去等の 基本的なデー

タの ク リ
ー

ニ ン グを行 っ た後 に ， 所得分布で見た上 下 1 ％の サ ン プ ル を除外 した 。

5　 過去 に は エ ネル ギー消費 につ い て の質問 （1986，1992，1994年度）や 「送金行動」につ い て の 詳細な質問 （1988，
1990年度） を行 っ て い る 。

6　 な お，実際 の 推計に用 い た 変化率以 外 の 数値 を用 い て 分析 を行 っ たが ，50％ 以 上 の ケ
ー

ス に 0．1な どの 変化

率 を用い て も，その 後 の 分析結果 に 大きな影響が無か っ た こ とを付記 して お く。
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3． 通貨危機後 の 変化

　第 3節で は ， 通貨危機後の 社会経済変化 と貧困の 動態を ， SES デ
ー

タを様々 に カテ ゴ リ
ー

分類す る こ とで 描写 して い く。

3．1　貧困動態の カテゴ リー分析

　前年度は貧困で は なか っ た ものの ，今年度は貧困状態に な っ て しま っ た世帯もい るだろ う。

ある い は逆 に貧困状態 か ら脱 出 した世帯 もい る はずで ，
こ の ように ， 単に

一
時点の み の 貧困

状況 を考 えるの で はな く，貧 困の 動態変化 に注 目す るこ と によ っ て ，よ り有意義な貧 困分析

が可能となる 。 黒崎 （2003）で は ， 2 時点に おける家計 レベ ル の パ ネル デ
ー

タが利用で きる

ときに ， その 貧困動態を 「2時点と も貧困世帯」， 「貧困へ 陥 っ た世帯」， 「貧困を脱 出 した世

帯1 そ して 「2 時点と も貧困で なか っ た世帯」の 4 つ の カ テ ゴ リー分類が 可能で あ る こ とを

示 して い る 。 こ こ で表3は ， 表 2の 貧 困ラ イ ン を用 い て ， 貧困 ライ ン以下の 世帯 を貧困 と定義

し ， 黒崎 （2003）の 区分に従っ て サ ン プ ル を分類 した もの で ある
7

。 以後 ， こ の 分類に従 っ て ，

先行研究で指摘されて い る教育水準 ， 居住地方の 別 に よ っ て ， 貧困動態が どの 程度異 なるの

か を概観 して い く。 なお ， 作表に際して は
，
SES が標本調査で ある こ とを考慮 し

， 統計 ソ フ

ト STATA の svy コ マ ン ドに よ っ て ， 復元倍率な どを考慮 し作表を行 っ た 8
。

　 まず ， 表4 − 1〜4 − 3は ， 教育水準 の 別で カテ ゴ リー分 けを行 っ た 。 教育水準の カ テ ゴ リー

は
， 「教育な し」， 「初等教育前半」，「初等教育後半」，「中等教育前半」， 「中等教育後半」， 「高

等教育 ， 大学」 とい う6 つ に分類 した 9
。 表 4 か らは 「停滞期」， 「回復 期」の 双方 にお い て ，

学歴 水準 の 低 い カテ ゴ リ
ー

ほ ど，相対的に 「2 時点 とも貧困」や 「貧困に陥っ た世帯」の 割

合が 高 くな っ て い る こ とが 分か る 。 と りわ け ， 中等教育に進む こ とが出来る か どうか に よ っ

て
， 「2 時点 と も貧困」の 数値が大 きく異なる こ とが観察 され る 。 「停滞期」 と 「回復期」を

比較する と ， 全体で見 て 「2 時点 と も貧 困」や 「貧 困に陥 っ た世帯」の 割合 が減少 した た め，

全体と して 貧 困改善の 動 きが見られ て い る 。 こ の た め ，「2 時点とも貧困」の 数値は低学歴 の

階層にお い て改善して い る 。 しか し ， 「初 等教育後半」， 「中等教 育前半」， 「中等教育後半」等

の 階層 にお い て は ， 数値 の 悪化が見 られた 。 それ らの 教 育階層 で は 「貧困に陥 っ た 世帯」の

7　 通常 の 家計調査などに おい て，所得よりも消費 の 方が家計 の 経済水準を示す信頼度の 高 い 変数 で あ り，ま

た テ ン ポ ラ リ
ー

な シ ョ ッ ク に所得 ほ ど影響 を受けな い 変数で あ る こ とな どか ら，貧困分析で は所得 よ りも消費

データを用 い る こ とが多い 。しか しな が ら ， SESの 追加質問 に よっ て 得 られ る情報 は 所得水準の 変化で あ る た

め ， 本稿で は 所得を用 い る こ と を付記 して お く。 詳 し くは Deaton （1997），黒崎 （2003） を参照 さ れ た い 。

8　 大規模標本 デ
ータの 計算，処理方法な ど につ い て は，松 田 他編 著 （2000）を参照 さ れ た い 。また，STATA

の svy コ マ ン ドに つ い て は，　 STATA の 「Survey　Data　Reference　Manual」 を参照 され た い

9　 タイの 教育制度は，1974年より6−3−3−4制 を敷 い て い る 。 義務教育 は 現在で は初等教育 （小学校）6年と

中等教育前期 （中学校）3年 に なっ て い る 。 しか しな が ら SES の 調 査 で は，1974年以前に教育を受けた層 も多

く調査 対象 とな る た め ， 旧 教育制度 （4−3−3−2−4制）を意識 した データの 集計 が 行 われ て い る。本稿 の 議論

で も，旧 教育制度 に よ っ て 教育課程 を 修了 し た者 が 多 く含 ま れ る た め ，「教育 な し」の 層 を含め て 6段階 に 分 類

し た 。
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数値 は改善 し， 「貧 困か ら脱 出」の 数値 は悪化 して い る 。 こ の ため ，
た とえ学歴 が高 くて も，

貧困状況に陥 る とそ こ か らの 回復は短期間で は困難とな っ て い る可能性が 指摘で きよ う。

　次 に ， 表 5 − 1〜 5 − 3で は居 住地方別に カ テ ゴ リ
ー分 けを行 っ た 。 地方の 区分 は ， 中部タ

イ （バ ン コ ク を除 く），北タ イ，東北 タイ，南タ イ の 4 地方に バ ン コ ク を加えた 5つ に分類 さ

れ る 。 表 5か らは ，
バ ン コ クや 中部タイ と い っ た工 業化 の 進ん だ地方で は ， 総 じて 「2 時点

と も貧困」や 「貧困に陥 っ た世帯」の 割合 は小 さい 。 しか し ， 最貧地方 と して 知 られ る東 北

タイの 数値は東北 タイ内部で 見て も 「2 時点 とも貧困」や 「貧困に陥 っ た世帯」の 割合で見

て も突 出して 高 い 数値 とな っ て い る 。 しか し 「貧困か ら脱 出 した世帯」の 割合 も高 くな っ て

い る 。 これは ， 相対的 に貧困者の 割合が多地方に比べ て 高い た め，「貧困か ら脱 出 した世帯」

の 割合 も他 地方に 比べ て大 きくな っ て い る可能性が 高い 。 また東北 タ イの 「2 時点とも貧困

で なか っ た者」の 割合は全国の サ ン プル 平均 と比べ て低 い
。 「停 滞期」と 「回復期」の 比較 で

は ， 全体 的な貧困改善の 影響か らどの 地方に お い て も 「2 時点 とも貧困」， 「貧困に 陥 っ た世

帯」の 数値が 改善して い る 。

　表 6 − 1〜 6− 3は居住地域に よ っ て カテ ゴ リーを行 っ た 結果で ある 。 こ こ で 居住地域 と は ，

1999年度は都市部 ， 衛生部 ， 農村部の 3 つ の 地域 を指す 。 衛生部 とい う地域 は ， 基本的に は ，

都市と農村の 中間に位置する よ うな地域を指すが
， その 内実は

， 都市に近い もの
， 農村に近

い もの ， と様 々 で ある 。 ただ し， 2001年度 の SES で は ， 地域 を3区分で はな く， 「都市部」と

「非都市部」の 2区分で の分類を採用 してお り，1999年度の 直接的 な比較は 困難iで あるが ， 池

本 （2000）や栗 田 （2003）な ど の 指摘 にあ る ように ， 居住地域 の 別 に よる比較 は貧困分析に

お い て有意義であ る 。 よ っ て ， 1999年度 と2001年度 の 直接 的な比較 は行 わ ない が ， 作表作業

を行 っ た 。 表6か らは ， 先行研 究が指摘する とお り，農村部 ， 非都市部に お い て，「2 時点 と

も貧困」や 「貧困に陥 っ た世帯」の 割合が 高い 。 表1の 結果 か ら も， 都市部よ り非都市部 ， あ

る い は農村部の 貧困者比率が 高い こ とが 見て取れ る 。 た だ し ， 先行研究な どで は ，通貨危機

以降は ，農村部か ら都市部 （と りわ けバ ン コ ク）へ の 労働移動が減 っ た こ とや ， 都市部か ら

農村部な どへ の 帰還移動が 多 く見 られ た こ とが 述べ られ て い る （Fallon　and 　Lucas （2002），

Simwalla（1998），栗田 （2003））。 更に ， それ らの 移動者 は ， 学歴の低 い 低所得者層で有 るケ
ー

ス が多 く見 られ た ため．彼 らが 農村 に滞留する こ とに よ っ て ，農村部の 貧困者比 率等を上 昇

させ て い る こ と も考えられる 。

　最 後に 表 7 − 1〜 7 − 3 で は ， 世帯の 社会経済分類に従 っ て ，8 つ の カ テ ゴ リーに分類 した 。

SES の 調査 票で は ， 20区分の 社会経済分類 を用 い て い るが ， 本稿 の 作 表に 際 して は ， それ ら

を8つ の 区分に まとめ なお した。そ の 8つ とは
，   自営農家世帯 ，   小作農家 と漁業 ， 林業等

世帯 ，   商工 業自営世帯 ，   専門家
・
技術者世帯 ，   農業労働者世帯 ，   そ の 他労働者世帯

世帯 ，   正規雇用 （サ ラ リー
マ ン）世帯 ， （年金 ・恩給 または財 産所得に よっ て生活す る世

帯 ， の 8分類で ある 。 表 7か らは ，   自営農家世帯 ，   小作農家他 ，   農業労働者世帯の 3つ

の カ テ ゴ リー
で 「2 時点 と も貧 困」や 「貧 困に陥 っ た世帯」の 割 合が高い 。 こ れ らは皆 ， 農
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業生産に関連する カ テ ゴ リーで あ り， 先に も述べ た よ うに貧困問題が主 に農村地域で 生 じて

い るこ とを裏付けて い る 。 「停滞期」と 「回復期」を比較すると ，   と  で は 「2時点 とも貧

困」の 割合が減少 し， 「貧困か ら脱却」の 割合が増えて い る の に対 し
，   の 小作農家で は

， 「2

時点と も貧困」は増加 し，「貧困か ら脱却」した割合は若干だが 低下 して い る 。 小作農家は ，

自営農家な どに比べ れば ， 経 済危機や 自然災害な どの マ クロ シ ョ ッ クに対 して 脆弱 で あるこ

とが知られて い る 。 なお表 8 は
，

カテ ゴ リーご との 一人あた り所得を比較 した もの だが ，   ，

  ，  と い っ た グ ル ープ の 数値の 低 さが ， 両期間 と もに観察で きる 。

3．2　遷移行列 による分析

　次に， 2 時点 ， 2期間の 所得変化を概観す るため に所得遷移行列 をそれぞれの 調査年度で作

成 した （表 9 − L9 − 2）1°
。 表 9 − 1 と 9 − 2 を比較する と， 2時点間にお い て 分位移動が な

か っ た割合が ，
49．6％％か ら72．5％ へ と増加 ， また ， 上位シ フ トの 割合は ， 29．1％か ら16．5％ ，

下位シ フ トは ， 21．4％か ら11．0％へ と大幅に減少 して い る 。 これ は社会全体で の 流動性が 1999

年か ら 2001 年にか けて 大 きく低下 した こ とを示 し て い る。

　通貨危機 と い う予期せ ぬ マ ク ロ シ ョ ッ ク に よ っ て ， 所得の変化が生 じ， それに よ っ て社 会

内 で の分位移動が激 し くな っ て い たの が ， 「停滞期」で あ る 1998 − 1999年にか けて の 変化 で

あ り，
2000 − 2001 年は

，
シ ョ ッ クか らの 「回復期」であ る ため ， 流動性が安定化 した と捉 え

る べ きであ ろ う。

　
一

般的に ， 経済危機が生活水準に与える衝撃は ， 1時点の みの 不平等指標や貧困指標 の みで

完全に計測する こ とは難 し い 。 上記で 見た よ うな所得階層移動が 生 じる ため で ある 。 それ で

は ， 「停 滞期 」と 「回復期」におい て 上位 シ フ トした世帯や 下方シ フ トした世帯 ， ある い は分

位移動が なか っ た世帯の属性 に変化 はあ るの だろ うか 。 3．　1で 議論 した学歴，居住地方，社会

経済分類 な どの 違 い で 分類 した の が ， 表10で ある 。 これ を見る と， どの 属性 を用い て も， 回

復期に お い て は ， 「移動な し」の サ ン プル 割合が大幅 に多 くな っ て い る こ とが分か る 。 また ，

最 下層 の 大半 を占め る低学歴 階層や農村の 農業労働者，小作農家な どは ，「回復期」に お い て

も，思 うよ うに貧困か ら の 脱却が進 んで い ない 状況が 明らか に な っ て い る 。 無論 ，
1年間隔の

変化で あるた め ， 流動性 の 急激 な変化が見 られる こ とは少ない で あろ う。 しか し， 回復期の

2000 − 2001年にお い て も最下層で移動な しの シ ェ ア が極 めて高 く， 生活改善が ままな らない

状況を表して い る 。 こ の よ うな状況下で は
， 最下層 の 所得向上 や所得の 再分配が進 まな い 限

り， 今 後社会全体の 不平等度は停滞する可能性が 高 い と考えられ る 。

1°
所得遷 移行列 につ い て は，Fields （2000）や Journal　of　Development　Studiesに お け る Vol．36 （2000）で

の 特集が 「Economic　Mobility　and 　Poverty　Dynamics　in　Developing 　Countries」 とな っ て お り，その 中

の 複数の 論文で 遷移行列を作成 し議論 して い る 、
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表 1　タイの主要経済指標

19961997 　 199819992000200120022003

GDP 成 長 率

失　 　業　 　率

個人消費伸び率

5．91

．5 一4．443

　 　 …
− 141 − 105

　 　 　 − 4．2

　 　 　
− 3．2

4．4
− 3．63

．6

4．8
− 3．26

．5

2．2
− 2．26

．4

5．3
− 2．05

．9

6．9

79

（出所 ：Bank　 of　Thailandの Webpage
index−e．asp より抜粋 ）

匝ttp：〃 www ．b  t．or．th／bothomepage／index〆

表 2 　タイの貧困者比率

19861988199019921994199619981999200020012002
　｝L 冖ヒ 一…剛

バ ン コ ク 12910 ．210 ．23 ．83 ．60 ．91 ．02 ．01 ．41 ．31 ．7

中部 タイ 34．034 ．025 ．517 ．5ll ．56 ．37 ．99 ．19 ．26 ．97 ．2

農村 37．538 ．228 ，922 ユ 13．67 ．410 ．210 ．81L38 ．69 ．1
都市 25．524 ．518 ．17 ．57 ．14 ．23 ．45 ．85 ．43 ，63 ．5

北部タ イ 47．649 ．536834 ．022 ．219 ，417 ．820 ，024 ．723 ．220 ．2
農村 50．651 ，939 ．137 ．922 ．920 ．718 ．721 ．926 ．824 ．622 ．1

都市 35．439 ．727 ．718 ．919 ，514 ．514 ．412 ．416 ．718 ．112 ．9

東北タイ 63．057 ．747 ．741729 ，225 ．331 。536 ．436 ユ 34．321 ．9
農村 67．161 ．950 ．644 ．83L827 ．334 ．339 ．939 ．338 ．024 ．4
都市 36231 ．830 ．624 ．114 ．914 ．616 ．4 ユ8．319 。818 ．210 ．5

南タ イ 41．036 ．632 ．927 ．62081 ユ．916 ．117 ．318 ．916 ．599
農村 46．640 ．836 ．131 ．723 ．412 ．918 ．619 ．422319 ．411 ．6
都市 18．019 ．720 ．011 ．911 ユ 8．47 ．410 ．07 ．17 ．84 ，6

全国 45．543 ．134 ．728920 ユ 15．618 ．320 ．921 ．920 ．014 ．4
農村 54．251 ．641 ．436 ．524 、719 ．423 ．426 ．627925 ．718 ．5
都市 23．222 ．118 。811 ．09 ，36 ．66 ．78 ．08 ．38 ．05 ．5

（出所 ：NESDB （2004））

表 3 貧困動態に よ るサ ン プル 分類

停滞期 回復期

2 時点 とも貧困世帯 13．7％ 12．1％

貧困へ 陥 っ た世帯 3．7％ 1．8％

貧困を脱出 し た 世帯 1．5％ 1．6％

2 時点 とも貧困 で ない 世帯 81．1％ 84．5％

合計 100．0％ 100．0％

（出所 ：SESデータ よ り筆者作成）
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表 4 − 1 教育水準別の 貧困動態 （サ ンプル 全体）
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停滞期 I　 　 　 H 皿 IV V V【 Total

2 時点とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧 困を脱出 した世帯

2 時点とも貧困で ない 世帯

α2％ 1

＆5％

2，5％ 　　9．2％
α5％

1　2β％

　　　　 0．9％
　　　 40．8％

L6％

α3％
0．3％
9．5％

0，3％
02％

0，0％
78％

0．1％
0．0％
0．0％
3．2％

0ユ％

0．0％
0．1％
lL4％

13，7％
3．7％
1。5％
8U ％

合計 11．7％ 53．4％ 11．7％ ＆4％ a4％ llβ％ 10α0％

回復期 1 H 皿 IV V W 　 　 　Total

2 時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出 した世帯

2 時点 とも貧困でない 世帯

2．1％
0．4％
0．3％
89％

7．4％

1．1％
1．0％

41．8％

2．0％
0．2％
0．2％
10．2％

0．4％
0．1％
0ユ％

8．0％

0．2％

0．0％
0．0％
3．9％

α1％
0．0％
0．0％
ll．6％

12ユ％

1．8％
1．6％
84．5％

合計 1ユ．7％ 51．2％ 12．7％ ＆6％ 4．1％ ll7 ％ 100．0％

表 4 − 2 教育水準別の貧困動態 （学歴水準毎の比較 ：縦軸）

停滞期 1 H 皿 】V V VITotal

2 時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱 出 した 世帯

2 時点とも貧困で な い 世帯

2ユ，1％
4．5％
工9％
72．5％

17ユ％

4．8％
1．7％
76．4％

13．8％
2β％

2．2％
81．4％

3，0％
2．9％
0．6％
93．4％

35％

1．2％
1．1％
942％

0．9％
0．0％
0．5％
98．7％

ユ3．7％
3，7％
1．5％
81ユ％

合計 100ρ％ 10α0％ 100．0％ 10α0％ 100．0％ 100．0％ 100．O％

回復期 1 皿 皿 IV V w Tota1

2時点とも貧困世帯

貧困へ 陥っ た世帯

貧困を脱 出 した世帯

2 時点と も貧困 で な い 世帯

17．6％
3．3％
2．6％
76．4％

14．4％

2．1％
1．9％
81．6％

16，0％
1．9％
1．8％
80．3％

4．6％
0．9％
0．7％
93．8％

4．8％
0．2％
0，3％
94，7％

0、6％
0．0％
0．0％
99．3％

12、1％
1．8％
1，6％

84．5％

合計 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100，0％ 100，0％ 100，0％

表 4 − 3　教育水準別の貧困動態 （貧困動態毎の比較　横軸）

停滞期 1 H 皿 IV V VITotal

2 時点 とも貧困世帯

貧困 へ 陥 っ た 世帯

貧困を脱出し た世帯
2 時点 と も貧困 で な い 世帯

18沿％

14．1％
14，5％
104 ％

66．8％
69．8％
59．2％
50．2％

11．8％

8．2％
17ユ％

11．7％

1．8％
65％

3ユ％

9．6％

0．9％
Ll％
24 ％

4．0％

0．7％
0．1％
3．5％
14ユ％

100．0％
100．0％
100．0％
100．0％

合計 ll．7％ 53．4％ ， 117％ 8．4％ 3．4％ 11．6％ 10α0％

回 復期 1 H　 　 　 　皿 IV V VITotai

2時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出した世帯

2時点 とも貧困 で な い 世帯

17．0％
21．8％
19．5％
10．6％

60．8％　 16．8％
59．8％ ．13．4％

61．0％　　14．5％
49．5％ 　 12．0％

3．2％
45％

4．0％
9．5％

1．7％
0．5％
0．9％
4．6％

0．6％
0．0％
0．3％
13．8％

100．0％
10α0％
100．0％
100．0％

合計 11．7％ 5L2％　 12．7％ ＆6％ 4．1％ 117％ 100．0％

注）教育水準の 区分 に つ い て は以下 の 通 り

　教育水ue　1 ：学 歴 な し　　　　　　　教 育水準 H　初等教育前半修了以 下

　教育水準 皿 ：初等教育後半修 了以下　 教育水準 IV　中等教育前半修了以下

　教育水準 V ：中等教育後半修了以下　 教育水準 VI：高等教育以上

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （出所 ：SES デ
ー

タよ り筆 者作 成〕
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表 5 − 1　 居住地 方別の貧困動態 （サンプル 全体）

停滞期 1 H　　 　 　 皿 IV V Total

2 時点とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出 した 世帯

2 時点とも貧困で な い 世帯

0．2％
0ユ％

0ユ％

10．3％

0．8％

0．2％
22．4％

L9％ il：1髴
　　　　 0．4％
　　　　 17．2％

7．2％
1．8％
0，7％
19．7％

1．7％
0．6％
0，2％
11．6％

13．7％
3．7％

L5％
81．1％

合計 10．7％ 25．2％ 20．8％ 29．3％ 14．0％ 100．0％

回復期 1 H 皿 工v V Total

2 時点と も貧困世 帯

貧困へ 陥っ た世帯

貧 困を脱出 した世帯

2 時点 と も貧困 で な い 世帯

02％

0，0％
0．0％
10．8％

18％
0，5％
0．3％
227％

2．7％
0，3％
0．5％
17，3％

57％
0．6％
0．6％

2ユ．4％

1．7％
0．3％
02 ％

12．5％

12．1％
L8％
1．6％

845％

合計 11．0％ 25．3％ 20．8％ 28，2％ 14，7％ 100．0％

表 5 − 2 　居住地方別の貧困動態 （居住地 方毎の比 較 縦軸）

停滞期 1 H 皿 IV V Total　　　　　　　 凵
2 時点とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出し た世帯

2 時点とも貧困で ない 世帯

1．8％

12％
0．5％
9α4％

7．3％
3．1％
0β％

88．7％

13，3％
2．3％

1！7％
82．7％

24．4％
6．0％

2．4％
67．3％

12．4％
39％

1．4％
82．3％

工3．7％
3．7％

1．5％
81ユ％

合計 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％

回復期 1 H 里 IV V Total

2 時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出した 世帯

2 時点とも貧困で ない 世帯

22％

0．0％
0．2％

97．5％

7．1％

2．1％
1．0％

89．7％

13ユ％

1．6％
2．4％
82．8％

20ユ％

2．2％

20％
75．7％

　　m−
11．3％
2．0％
1．6％

85．0％

廿
　 12．1％
　 1．8％
　 1．6％
　 84．5％

合計 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％

表 5 − 3　居 住地方別の貧困動態 （貧困動態毎の比較 ：横軸）

停滞期 1 H 皿 】v V Total

2 時点とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧 困 を 脱出 し た 世帯

2 時点と も貧 困で な い 世帯

1．4％
3．5％
3．7％

12．7％

135 ％

21．2％
13．8％
27．6％

2α2％
12．8％
23．7％
21．2％

r−｝1
　 52．2％
　 47．6％
　 45．4％
　 243 ％

12．7％
149％
13．2％
14．2％

100．0％
1000％
100．0％
100．0％

合計 10．7％ 25．2％ 20．8％ 29．3％ 14．0％ 100．0％

回復期 1 H 皿 　 　 　 　 IV V Tota1

2 時点と も貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧 困を脱出 した 世帯

2 時点とも貧困で ない 世帯

2．0％
0．0％
1．5％

12．7％

14．9％
29．6％
16．4％
26．8％

22．5％
19．0％
31．4％
20．4％

46．8％
34．6％
358％

253 ％

13．7％
16。8％
145％
14．7％

10α0％「
100．0％
100．0％

100．0％

合計 11．0％ 25．3％ 20．8％ 2＆2％ 14．7％ 100．0％

注）居住地 方の 区分 に つ い て は以 下 の 通 り

居住地方 1 ：バ ン コ ク

居住地方皿 ：北部タ イ

居住地方 V ：南 タイ

居住地方 H ：中部タ イ

居住地方IV ：東北 タ イ

〔出所 ：SES デ
ー

タ よ り筆者作成）
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　　　　 タ イに おけ る通貨危機後 の 貧困問題

表 6 − 1　 居住地域別の 貧困動態 （サンプル 全体）

停滞期　　　　　　　　i　 I H 皿 Total

2時点 とも貧困世帯　　　　 　 α4％
貧困へ 陥っ た世帯　　　　　 0．2％

貧困を脱出 した世帯　　　・　 α1％
2時点とも貧困で ない 世帯 ．　 2α8％

1．2％
0．4％
0。2％

118 ％

12．2％
3ユ％

1．3％
48．5％

13．7％
3．7％
1，5％

81．1％

合計　　　　　　　　　　，　 21，5％ 13，5％ 65．1％ 100  ％

回復期　　　 　　　　　　 　1 皿 Total

2時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥っ た世帯

貧困を脱出 した 世帯

2 時点 と も貧困 で な い 世帯

2．1％
0．4％
0，2％
38．6％

109％
1。5％
1．4％

459％

12ユ％

1．8％
1．6％

84．5％

合計 41．3％ 58，8％ 100．0％

表 6 − 2　居住地域別の貧困動態 （居住地域毎の比較　縦軸）

停滞期 1 H 皿 Total

2 時点とも貧困世帯

貧困へ 陥っ た世帯

貧困 を脱出 した世帯

2 時点と も貧困で な い 世帯

2£ ％

6．5％
4．9％
25．6％

85％

98％
99％
14．6％

88、8％
83．4％
849％
59．8％

100．0％
100，0％
100，0％
100．0％

合計 21．5％ 13．5％ 65．1％ 100．0％

回復期 1 H Total

2 時点と も貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出 した世帯

2 時点 と も貧困 で な い 世帯

17．3％
19．6％
12．6％
45。7％

827％
81。0％
87．4％
543％

100．0％
100．0％
100ρ％

100．0％

合計 41．3％ 58．8％ 1GO．0％

表 6 − 3　居住地域別の貧困動態 （貧困動態毎の比較 ：横軸）

停滞期 1 H 皿 Total

2 時点 と も貧 困世帯

貧困へ 陥っ た世帯

貧困を脱出 した世帯

2時点とも貧困で ない 世帯

L8％
1．1％
0．3％
967％

8．6％
2．7％
1，1％
87．6％

18．7％
4．7％
2．0％
74．6％

13，7％
3．7％
1．5％

81．1％

合計 100』％　　100．0％ 100．0％ 100．0％

回復期　　　　　　　　　 1　 I　 H Total

2 時点とも貧困世帯

貧困へ 陥っ た世帯

貧困を脱出 した世帯

2時点 とも貧困で な い 世帯1　　　　　　　　　　　　．

05％
93．6％

　　　　　 尸
五1％ ： 17．0％
α8％ i　 a5％
　　　　 2，4％
　　　　 78．1％

12．1％
1．8％
1．6％
84．5％

合計　　　　　　　　　1100 ρ％ 100．0％ 100．0％

注）居住地域 の区分に つ い て は以下 の 通 り

居住地域 1 ：都市部

居住地域 H ：衛生部 （停滞 期）

居住地域 皿 ：農村部

，非都市地域 （回復期）

　　　 （出所 ：SES データ よ り筆者作 成）
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表 7 − 1　 社会経済分類別の貧困動 態 （サ ンプル全体）

停滞期 1 皿 皿　 　 　 IV V w 孤 皿 Tota王

2時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困 を脱出し た 世帯

2 時点 とも貧困 で な い 世 帯

5．5％
1．3％
α6％

12．6％

0．9％
0．2％
0．1％
2．8％

0．1％
15．7％

09％　　0．2％
0．4％ ， 0．0％
　　　 0．0％
　　　 7、0％

19％
0．4％
0．1％
3．3％

1．5％
α6％
0．3％
12．6％

0．5％
α3％
α2％
14，1％

2．4％
α6％
α2％
13．2％

13．7％
37％

15％
81．1％

合計　　　　　　　　　　200％ 　 41％ 17．0％ 7，2％ 5．7％ 14．8％　 15．0％ 16．2％ 100．0％

回復期 1 H m Iv V w w 皿 Total

2時点とも貧困世帯

貧 困へ 陥 っ た世帯

貧困 を脱出した 世帯

2時点とも貧困で ない 世帯

4．8％
0．6％
0，6％
12．2％

1．0％
0，2％
0。1％
2．8％

0．8％
0．3％
0．2％
17．3％

0．1％
0．0％
0．0％
8．9％

1．7％
0。2％
0．2％

4．1％

1．3％
0．2％
0．3％

12．0％

0．5％
0．1％
0．1％
142％

1．9％
02％

02 ％

12．9％

121％
1B％
1．6％
84．5％

合計 18．2％ 4ユ％ 18．6％ 9．1％ 6．2％　 13．9％ 14．9％ 15．1％ 100．0％

表 7 − 2　社会経済分類別の 貧困動態 （社会経済分類毎の比較　縦軸）

停滞期　 　 　 　 　　 　 　 　 　1 H 皿 w V VI 田 阻 Total

2 時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た 世帯

貧困を脱出 した世帯
2 時点と も貧困で ない 世帯

40D％

35．6％
3＆8％
15。6％

6．6％
6．5％
7．9％
3．5％

6．2％
10．6％
5．2％
19．3％

ユ．3％
0．0％
1．6％
8．6％

14．0％
1α6％
6．4％
4．0％

10．8％
149 ％

16．4％
15．5％

3．8％
6．8％
12．5％
174 ％

17．3％
152 ％

10．5％
16．2％

100．0％
100．0％
100．0％
100．0％

合計 20，0％ 4．1％ 17．0％ 72 ％ 57 ％ 148 ％ 150 ％ 16．2％ 10α0％

回復期 1 H 皿 IV V V【 冊 皿 Tota1

2時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥っ た世帯

貧 困を脱 出 した世帯
2 時点とも貧困 で な い 世帯

39．2％
35．8％
35．8％
14．4％

一
8．4％
9．5％
a3 ％

33％

6．8％
151％
9．4％
20．5％

1ユ％

0．0％
3．0％

10．5％

141％

10．6％
10．1％
4．9％

　一｝
1ユ．0％
12、3％
182％
14，2％

4．2％
a7％

a7％
1a8 ％

15．3％
1α1％
13．2％
153％

100．0％
100．0％
100、0％
100．0％

合計 18．2％ 4．1％ 18．6％ 9ユ ％ 6．2％ 13．9％ 14．9％ 15．1％ 10α0％

表 7 − 2 　社会経済分類別の 貧困勳態 （貧困動態毎の比較 横軸）

停滞期 1 H 皿 IV V VI w 棚 Total　　　　　　　　一一一 一
2 時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出 した世帯
2 時点 と も貧困 で な い 世帯

27．4％
6．6％
3．0％

63．2％

22．4％
5．9％
3．0％
69．0％

5．0％
23％

0．5％
92．2％

2．5％
α0％
0．3％
97。2％

33．7％
6，9％
工7％
57．6％

10．0％

3．7％
1．7％
84．7％

3．5％

1．7％
1．3％
93．7％

14，6％
3．4％
1ρ％

8LO％

13．7％
3．7％
1．5％
81．1％

合計 100．0％ 10α0％ 10α0％ ユ0α0％ 100．0％ 100．0％ ユ00．0％ 100．0％ 100．0％

回復期 1 H 皿 1V V VI w   Total

2 時点 とも貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出 し た 世帯

2 時点 とも貧困 で ない 世帯

26ユ％

3．5％
3．1％
67．2％

25．2％
4．2％
2．5％
67，9％

44％

1．5％
α8％
93．3％

1．4％
0．0％
0．5％

98．0％

27，6％
3．1％
2．6％
66．6％

9．6％
1．6％
2．1％
86．8％

3．4％
0．8％
0．4％
95．4％

12．2％
1．2％
1．4％

85．2％

12ユ％

1．8％
1β％

84．5％

合計 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100，0％ 100．0％

注）社会経済分類の 区分に つ い て は以下 の 通 り

　社会経済分類 1 ：学歴 な し　　　　　　　社会経済分類皿

　社会経済分類皿 ：初等教育後半修了以下　社会経済分類 IV

　社会経済分類 V ：中等教育後半修了以下　社会経済分類 VI

初等教育前半修了以下

中等教育前半修了以下

高等教育以上

　 　 　 　 （出所 ：SES データ よ り筆 者作 成）
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表 8　社会経済分 類別 の 一
人 あ た り所得推移
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停滞期　 回 復期 停滞期　 回復期

自 営 農 家 ．19蠅 一廴ユ晒 夐 農 業 労 働 者 一一……152α疂i16343
2，58％ 7．46％

小 作 農 家
2嘸 館 ．禦 57

　 −3但 ％
』 労 働 者

一
般 ．．

286zgi31958

　 　 1143％

商工 業 自営
40702i426ao

正規雇用労働者
5171ゆ i44537．．　　　 　　　　 　　　 1

474％
．．

一13B7％

専門 ・技術職
821a4 ．1．雛 97
　　3餌 ％

… 年金 な ど 支給 世
325Z5i32054

一1，60％

　　　　　　　　　　　　　　　 （出所 ：SES デ
ータよ り筆者作成）

表 9 − 1　 遷 移行列 （停滞期 ：1998 − 1999 年｝

1998年時
の 10分位

1999年時の 10分位

第1分位 第2分位 第3分位 第4分位 第5分位 第6分位 第7分位 第8分位 第9分位 第10分位

第 1 分位 77．7％ 21．3％ 1．1％ 0．0％ 0．0％ 0。0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％

第 2 分位 1Z6 ％ 51．3％ 30．1％ 0．8％ 0ユ％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0ρ％ 0．0％

第 3分位 3．5％ 16．3％ 40．8％ 38．1％ 1ユ％ 0．3％ OD ％ 0．0％ 0．0％ O．0％

第 4分位 1．2％ 9．2％ 12．3％ 34．2％ 41．4％ 1．3％ 0．1％ 0．0％ 0．0％ 0．0％

第 5分位 0．0％ 2．0％ 10．0％ 11．2％ 33．3％ 42，1％ 1．2％ 0．0％ 0．0％ 0．0％

第 6 分位 0．0％ α0％ 5．5％ 11β％ 148 ％ 30．6％ 35。2％ 2．1％ 0．0％ 0．0％

第 7分位 0．0％ 0．0％ OLO％ ag％ 7．6％ 1Zl％ 39。3％ 31．3％ α9％ 0．0％

第 8分位 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 1，5％ 8．3％ 193 ％ 47．9％ 22．2％ 0，7％

第 9分位 0．0％ 0．0％  ．0％ 0．0％ 0．0％ 0．4％ 5ユ％ 15．2％ 60．3％ 19，0％

第 10分位 0．0％ 0．0％ O．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0ρ％ 3．1％ 16．7％ 80ユ％

分位移動 な し

分位移動有 り （上 方移動〉

分位移動有 り （下方移動〉

49．6％
29ユ％

21．4％ （出所 ：SES データ よ り筆者 作成 ）
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表 9 − 2 　遷移行列 （回復期 ：2000 　
一

　2001 年）

2001年時の 10分位2000年時

の 10分位 第1分位 第2分位 第3分位 第4分位 第5分位 第6分位 第7分位 第8分位 第9分位 第10分位

第 1分位 879％ ll．8％ 0．4％ 0．0％ 0．0％ 0，0％ 0．0％ 0．0％ 0。0％ 0．0％

第 2 分位 87％ 73．9％ 16．2％ 1，0％ 0．3％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％

第 3 分位 2．9％ 6．4％ 69．0％ 20．2％ 1．1％ 0．2％ 0．1％ 0．0％ 0，0％ 0．0％

第 4分位 0．5％ 6．4％ 5．5％ 65ユ％ 20．9％ 13％ 0．2％ 0．0％ 0，0％ 0．0％

第 5分位 0．0％ 1．6％ 6．3％ 3．9％ 64．9％ 2ユ，7％ 1．3％ α3％ 00％ α0％

第 6 分位 0．0％ α0％ 2．5％ 7ユ％ 3．9％ 64．3％ 21．5％ α6％ 0ユ％ α0％

第 7 分位 0．0％ 0．0％ 0．0％ 2．7％ 6．8％ 5．5％ 648％ 19．5％ 0．5％ 0．1％

第 8分位 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 2．1％ 5．6％ 6，8％ 69．6％ 15．6％ 0．1％

第 9分位 O．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 1，3％ 49％ ＆6％ 75．4％ 9．8％

第 10分位 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 0．3％ 1，3％ 8．3％ 90．0％

分位移動 な し

分位移動有 り （上方移動）

分位移動有 り （下方移動）

72．5％
16．5％
11．0％

（出所 ：SES デ
ー

タ よ り筆者作成）

表 10　期間別 、属性別 で見 た流動性変化

学歴 階層別

停 滞 期 1 皿 皿 IV V w Total

下 位 移 動

変 化 な し

上 位 移 動

9．9％
13．2％
10．3％

60．1％
48．4％
57，0％

13．4％
109 ％

11．6％

8．8％
79％

8．8％

2．2％
3．7％
3．9％

5，6％
15．9％
8，5％

100．0％
10α0％

100．0％

全 体 11．7％ 53．4％ 117 ％ 8．4％ 3．4％ 11．6％ 100．0％

回 復 期 1 H 皿 IV V VI Total

下 位 移 動

変 化 な し

上 位 移 動

14．1％
ll．5％
ll．0％

52，4％
50．8％
52．4％

14．7％
12．2％
13．3％

＆6％
＆4％

9．3％

．
　 3．3％
　 4ユ％

　 4．7％

69％

13．0％
9．2％

100．0％
100．0％
100．0％

全 　体 11．7％ 51．2％ 12．7％ 8．6％ 4．1％ 117％ 100．0％

停 滞 期 1 H 皿 IV V w TQtal

下 位 移 動

変 化 な し

上 位 移 動

18，5％
56，7％
24．8％

24．5％
45、4％ i30
．0％ i

25．2％
46．9％
28．0％

22．8％
4Z6 ％

29．5％

14．0％
53．8％
31．9％

10．6％
68．8％
20b％

21．8％
50．1％
28．1％

全　体 100ρ％ 100．0％ 　 　100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％

回 復 期 1 H 皿 ］V V w Total

下 位 移 動

変 化 な し

上 位 移 動

13、3％
71．2％
155％

ll．3％
71．9％
1α8％

128 ％

70，0％
17，2％

llユ％

71．1％
1ス9％

8．7％
72．5％
18．8％

6．5％
80，5％
13D％

11．0％
7a5％

1α4％

全 　体 100，0％ 100、0％ 100、0％ 10α0％　 100．0％ 100D ％ 100．0％
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居住地方別

停 滞 期 1 皿　　　　 皿 】V V Total

下 位 移 動

変 化 な し

上 位 移 動

7．9％
13．0％

8．8％

2乳4％ ．　 1孰0％
23．5％ 　　 20．4％
2α6％ i2a7％

27．4％
31．3％
27，1％

18．2％
ll8 ％

14．8％

100．0％
100，0％
100．0％

全　体 10．7％ 25．2％　　20．8％ 29．3％ 14．0％ 100．0％

回 復 期 1 H 皿 w V Total

下 位 移 動

変 化 な し

上 位 移 動

10．1％
11．9％
7．7％

29，4％
24，5％
26．0％

17．4％

20．9％
23．0％

24．5％
29．3％
262 ％

18．6％
13．5％
17．0％

100．0％
100．0％
100．0％

全　体 ll．0％ 25．3％ 20．8％ 28．2％ 14．7％ lOO．0％

停 滞 期 1 H 皿 】V V w Total

下 位 移 動

変 化 な し

上 位 移 動

16．1％

60．7％
23ユ％

23．7％

467％

29．6％

20．0％
49．3％
30．8％

20．4％

53．5％
26．1％

283 ％

42．2％
29．6％

21．8％
50．1％
28。1％

21，8％
50．1％
28」％

全 体 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100。0％ 100．0％ 100．0％

回 復 期 1 ∬ 皿 】V V VI Total

下 位 移 動

変 化 な し

上 位 移 動

10ユ％

78．3％
11．5％

128％

70，2％
169％

9．2％
72．6％
18．1％

9．6％
752％

15．3％

14．0％
66．9％
19．1％

11ρ％

72．5％
ユ64％

11．0％
72．5％
16．4％

全 体 100．0％ 100，0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100ρ％ 100．0％

社会経済分類別

停滞期 1 H 皿 IV　　　　V VI 冊 田 Total

下位移動

変化 なし

上位移動

227％

205 ％

17．1％

生2％
4，0％

4．1％

2a4％

129 ％

16．9％

2．6％
99 ％
　 　 159

％ 「

6．9％
59 ％

44％

153％
13ユ％

17．4％

ll．1％
15ユ ％

18．1％

10，7％
18，7％
16．2％

100．0％
100，0％
100．0％

全 体 20．0％ 4ユ％ 17．0％
　 　 ト

7．2％ ．
　 5．7％ 14．8％ 15．0％ 162 ％ 10α0％

回復期 1 H 皿 w 　 l　 v 皿 冊 棚 Total

下位移動

変化 な し

上位移動

197 ％

18．0％
18ユ％

5．5％
3．7％
45 ％

30．6％
16．0％
22．1％

32％ Ia4％ 1
10D％ …　 63％ 2

91％ 1　 5β％ …

14．0％
13．7％
14．7％

ll．2％
15．5％
15．0％

9，6％
16．9％
10．9％

100D％
100．0％
100．0％

全 　体 18．2％ 4ユ％ 18．6％ 9ユ％ 1　　 62％　　　139％ 149％ 15ユ％ 100，0％

停滞期 1 H 皿 IV V　 　　 　 V正 w 皿 Total

下位移動

変化な し

上位移動

24．7％
51，3％
24．0％

22！7％

49．3％
28．1％

339 ％

38．1％
27．9％

Z8 ％

69．2％
23ユ％

2a5 ％ 　　225 ％

51．7％　　44．3％
21．8％ 　　33．1％

16．1％
50．1％
338％

144 ％

57．6％

28．0％

21．8％
50．1％
28ユ％

全 体 100．0％ 10α0％ 10α0％ 100D ％ 10α0％ 　 100．0％ 100．0％ 100．0％ 100．0％

回復期 1 H 皿 IV V 　 　 　 　VI 粗 皿 Total

下 位移動

変化な し

上位移動

11．9％
71．7％
16．4％

15．1％
66．9％
18．3％

18．1％
62．3％
19．5％

3，9％
79．9％
16，4％

lL5％ 　 　ll．1％
73．5％ 　　71．4％
14．8％ 　　17．4％

8．2％
75．2％
16，6％

7．0％
81．2％
11．9％

11．0％
72．5％

16．4％

全　体 100．0％ 100，0％ 10α0％ 100．0％ 100ρ％　 10（LO％ 100D％ 100ρ％ 1QOρ％
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表 11　次年度の所得改善へ の期待

停滞期 （1998− 1999年）　 変化な し　 改善する 悪化する 合　計

2 時点 と も貧困世帯

貧困へ 陥 っ た世帯

貧困を脱出 した世帯

2 時点 とも貧困で ない 世帯

46．1％
52．7％

546 ％ 　 　 　 21．3％

37．8％ ．
　 15．8％

　　　　　 31．6％
　　　　　 24．5％

24．2％

46．5％
21．7％
22．8％

100．0％
100．0％
100．0％
100，0％

合計 52．3％ 23．9％ 23．8％ 100．0％

回復期 （2000− 2001年） 変化な し 改善する 悪化する 合　計

2 時点 と も貧困世帯

貧困へ 陥っ た世帯

貧困を脱出 した世帯

2 時点 とも貧困で な い 世帯

58．8％
39．7％
42．1％
54．3％

2U ％

20．7％
35．8％
26．6％

　一皿
20．1％
40．2％

22。0％
19．1％

　 四
100．0％
100，0％
100，0％
100，0％

合計 54、4％ 26．0％ 19．6％ 100，0％

（出所 ：SES デ
ータ よ り筆者作 成）

4． お わ りに

　本項で は ， 所得遷移行列や 様々 なカ テ ゴ リ
ー
分類に よる作表作業か ら ， 通貨危機後の 「停

滞期」 と 「回復期」における タイの 社会経済変化 ， 並 びに貧困 の 動態変化 につ い て多面 的に

論 じて きた 。 そ こで は ，社会全体で の 流動性が 「停滞期」か ら 「回復期」にか けて大 き く低

下 した こ と
， 社会全体の 不平等が維持 され る 可能性が高 い こ と

， 先行研究で 指摘 されて い る

学歴，居住地方，居住地域，世帯の 社会経済属性な どの 諸階層間で ，通貨危機に よ る世帯の

厚生水準へ の 影響が異 なる可能性が高 い こ と ， そ してそ れ らの カテ ゴ リー分類 か らは ， 大 き

く流動性が低下 した に もか か わ らず，「停滞期」にお い て も 「回復期」にお い て も世帯の 貧困

状況 に大 きな変化 が見 られなか っ た こ と ， などが 明 らかに な っ て い る 。

　 1999年度と 2001年度の 追加質問項 目には ，「来年は あなた の 家計の 経済状況は ど うな っ て

い る と思 い ますか ？」とい う質問が ある 。   変わ らない
，   改善する ，   悪化する ， とい う

選択肢が用意 されて い るが ， 「2 時点 と も貧 困で あ っ た 世帯」は ， 「停滞期」，「回復期」と も

に 8割の 世帯が   変わ らな い ，  悪化する ， の い ずれか を選択 して お り， 「回復期」にお い て

も変化はな い （表11）。 物質的な意味で の 貧困だけで はな く， 将来の 生活 が改善 され るで あろ

うとい う希望も剥奪され て い る の で あれ ば，ア マ ル テ ィ ア ・セ ン の定義を待つ まで もな く，彼

らは貧困状態 にあるとい え よう。

　本稿 の 分析結果 か ら，ア ジ ア 通貨危機が もた ら した社会的イ ン パ ク トは ， そ の 被害の 程度

や家計の経済活動 にもた らされ る深刻 度におい て ， 貧 困者 へ の 影響 が相対 的に大 きく， それ

は世帯の 属性 などによ る影響が 大きい こ とが 示され た 。 そ して シ ョ ッ ク に よ っ て，将来にお

ける生活水準改善の 機会を奪わ れ る こ とが あり， た とえ景気が 回 復局面 にあ っ た として も貧

困状況が よ り長期化する可 能性 を示 して い る 。
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